
金沢市における持続可能な水環境の創造 5 無

平成25年度　～　平成29年度　（5年間）

下水道施設（処理場・ポンプ場）の耐震化率の向上

（H25当初） （H27末） （H29末）

処理場・ポンプ場の耐震化率（耐震化が必要な施設に対する耐震化済みの施設の割合）

A　基幹事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 全体事業費 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29 （百万円） 策定状況

1-A-1 防災 一般 金沢市 直接 － 257.0 - －

1-A-10 下水道 一般 金沢市 直接 － 汚水 57.1 - － 合流改善

1-A-15 下水道 一般 金沢市 直接 － 水処理 1,373.6 - － 合流改善

1-A-18 下水道 一般 金沢市 直接 － 水処理 2,259.8 - 策定済 長寿命化対策

1-A-19 下水道 一般 金沢市 直接 － 水処理 1,515.0 - 策定済 長寿命化対策

1-A-20 下水道 一般 金沢市 直接 － 水処理 1,082.4 - 策定済 長寿命化対策

1-A-38 下水道 一般 金沢市 直接 － 汚泥処理 162.9 - 策定済 長寿命化対策

1-A-21 下水道 一般 金沢市 直接 － 汚泥処理 198.3 - 策定済 長寿命化対策

1-A-22 下水道 一般 金沢市 直接 － 汚泥処理 402.2 - 策定済 長寿命化対策

1-A-23 下水道 一般 金沢市 直接 － 水処理 585.4 - － 総合地震対策

1-A-24 下水道 一般 金沢市 直接 － 水処理 207.5 - － 総合地震対策

1-A-25 下水道 一般 金沢市 直接 － 水処理 67.6 - － 総合地震対策

1-A-29 下水道 一般 金沢市 直接 － 汚水 2,183.8 - 策定済 長寿命化対策

1-A-30 下水道 一般 金沢市 直接 － 汚水 2,797.1 - － 総合地震対策

1-A-31 下水道 一般 金沢市 直接 － 雨水 120.8 - － 新世代

1-A-32 下水道 一般 金沢市 直接 － 雨水 85.7 - － 新世代

1-A-33 下水道 一般 金沢市 間接 － 雨水 8.1 - － 新世代

1-A-34  下水道  一般  金沢市  直接  －  汚水 25.0 -  未策定  長寿命化対策

1-A-35 下水道 一般 金沢市 直接 － 汚水 70.0 - 策定中 下水道ストックマネジメント支援制度

合計 13,434.3

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 全体事業費

種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29 （百万円）

1-C-10 施設整備 一般 金沢市 直接 － 14.9

1-C-11 施設整備 一般 金沢市 直接 － 8.4

合計 23.3

番号 一体的に実施することにより期待される効果

1-C-10 基幹事業(1-A-29)である汚水管渠に接続する枝線管渠を一体的に整備することにより、健全な汚水排除能力の確保・道路陥没の防止が図れる。

1-C-11 基幹事業(1-A-30)である汚水管渠に接続する枝線管渠にマンホールトイレ上部システムを整備することにより、被災時における公衆衛生の保全に寄与する。
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下水道ストックマネジメント計画策定 ストックマネジメント計画策定

雨水貯留浸透施設助成 助成件数 N=300件

 長寿命化計画策定  長寿命化計画策定（管渠）

雨水浸透施設整備 浸透桝 φ900㎜ N=130基

雨水貯留施設整備 学校グラウンド地下貯留 N=3基

管渠改築・ポンプ場改築
汚水管 φ150～600㎜ L=2.7km
マンホール蓋改築 N=350箇所

管渠耐震・ポンプ場耐震
マンホール浮上抑制対策等
横枕・小橋・粟崎・大浦ポンプ場耐震
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金沢市
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備考

管渠改築・ポンプ場改築 長寿命化対策

管渠耐震・ポンプ場耐震 総合地震対策

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名
事業実施期間（年度）

備考
工種

管渠整備

管渠整備

ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ上部ｼｽﾃﾑ備蓄 N=30基

汚水管 φ150～200㎜ L=0.2km

西部処理区（処理場地震対策） 処理場水処理施設耐震

臨海処理区（処理場地震対策） 処理場水処理施設耐震

臨海処理区（処理場改築更新） 処理場汚泥処理施設改築

浅野処理区（処理場地震対策） 処理場水処理施設耐震

浅野処理区（処理場改築更新） 処理場汚泥処理施設改築

西部処理区（処理場改築更新） 処理場汚泥処理施設改築

西部処理区（処理場改築更新） 処理場水処理施設改築

臨海処理区（処理場改築更新） 処理場水処理施設改築

浅野処理区（合流改善） 滞水池（6000m3、1500m3、3000m3）

浅野処理区（処理場改築更新） 処理場水処理施設改築

費用便益比

金沢市

金沢市

金沢市

備考

防災まちづくり推進事業 防災道路、避難拠点整備

浅野処理区（合流改善） φ1000㎜、L=0.7km

交付対象事業

番号 事業者
事業及び
施設種別

要素となる事業名 事業内容 市町村名

23.3百万円 Ｄ -
効果促進事業費の割合

0.2%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
13,457.6百万円 Ａ 13,434.3百万円 Ｂ - Ｃ

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

25% 37.5% 50%

（参考様式２）社会資本総合整備計画（防災・安全交付金） 平成29年2月17日

計画の名称 変更回数 重点配分対象の該当

計画の期間 交付対象 金沢市

計画の目標
施設老朽化の効率的な解消および防災・減災機能の向上を図り、市民への安心・快適な水環境の提供を持続する。



金沢市における持続可能な水環境の創造 5 無

平成25年度　～　平成29年度　（5年間）

（参考様式２）社会資本総合整備計画（防災・安全交付金） 平成29年2月17日

計画の名称 変更回数 重点配分対象の該当

計画の期間 交付対象 金沢市

計画の目標
施設老朽化の効率的な解消および防災・減災機能の向上を図り、市民への安心・快適な水環境の提供を持続する。

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業
事業 地域 交付 直接
種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29

合計

番号

交付金の執行状況
（単位：百万円）

※　平成２６年度以降の各年度の決算額を記載。

未契約繰越＋不用率が10％を超えている場
合その理由

- -

未契約繰越＋不用率
(h = (g+h)/(c+d)）

0.4% 0.1%

前年度からの繰越額
（d）

510 168

交付額
（c=a+b）

翌年度繰越額
（f）

168 460

支払済額
（e）

1,413 963

不用額
（h = c+d-e-f）

0 0

うち未契約繰越額
（g）

6 1

1,071 1,255

計画別流用
増△減額
（b）

3 △ 6

配分額
（a）

1,068 1,261

H26 H27 H28 H29 H30

一体的に実施することにより期待される効果 備考

番号 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）
事業内容

市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円） 備考
（面積等）



5

1-A-10

1-A-20

1-A-22

1-A-25

1-A-15

1-A-18

1-A-38

1-A-23

1-A-19

1-A-21

1-A-24

凡　　例　（公共下水道事業）
平成22年度以前施工済み

整備予定箇所（H23～H27)

臨海水質

管理センター

城北水質

管理センター

西部水質

管理センター

計画の名称

計画の期間 交付対象
金沢市における持続可能な水環境の創造

平成25年度　～　平成29年度 　金沢市

1-A-1



計画の名称：金沢市における持続可能な水環境の創造     　　事業主体名：金沢市　          　

チェック欄

　１）上位計画等と整合性が確保されている。 ○

　２）地域の課題を踏まえて目標が設定されている。 ○

　１）整備計画の目標と定量的指標の整合性が確保されている。 ○

　２）定量的指標の明瞭性が確保されている。 ○

　３）目標と事業内容との整合性が確保されている。 ○

　４）事業の効果（要素事業の相乗効果等）の見込みが妥当である。 ○

　１）円滑な事業執行の環境が整えられている。（事業熟度、住民等の合意形成を踏
　　まえた事業実施の確実性）

○

　２）地元の機運がある。（住民、民間等の活動・関連事業との連携等による事業効
　　果発現の確実性）

○

Ⅲ．整備計画の実現可能性

社会資本整備総合交付金チェックシート

Ⅰ．目標の妥当性

Ⅱ．整備計画の効果・効率性


